
§1 消防計画作成要領

●資料編

　消防計画は、防火対象物又は事業所の規模・用途・収容人員等により、「大規模用」・「中規模用」・「小規
模用」に分類します。
　なお、統括防火管理者を選任しなければならない防火対象物では、防火対象物全体の規模等と事業所の規
模等を勘案し、統括防火管理者が作成する「全体についての消防計画」と整合を図って作成する必要があり
ます。
　また、統括防火管理者の選任義務がない複数管理権原の防火対象物であっても、各管理権原者及び防火管
理者は相互に連携し、共用部分の管理や火災発生時等における対応要領などについて取り決め、消防計画に
反映させることが大切です。
　以下の分類は、便宜上の目安で、防火管理者が所轄消防本部（署）の指導を受けて実情に応じて選択しま
す。
※　自衛消防組織を置かなければならない防火対象物（109ページ参照）に該当する場合は、防災管理に係
る消防計画の作成も必要となります。防災管理に係る消防計画の作成要領については、「防災管理講習テ
キスト」を参照してください。
１　規模別の消防計画分類
　⑴　単一管理権原の場合
　　　乙種防火対象物
　　　甲種防火対象物

　⑵　複数管理権原の場合
　　　乙種防火対象物
　　　甲種防火対象物
　　　　　　　　　　　　　特定用途30人未満、非特定用途50人未満の事業所

　　　　　　　　　　　　　特定用途30人以上、非特定用途50人以上の事業所

　　　　　　　　　　　　　建物所有者

　　　　　　　　　　　　　１事業所の床面積の合計3‚000㎡未満の事業所
　　　　　　　　　　　　　　①特定用途30人未満、非特定用途50人未満の事業所
　　　　　　　　　　　　　　②特定用途30人以上、非特定用途50人以上の事業所

　　　　　　　　　　　　　１事業所の床面積の合計3‚000㎡以上の事業所
　　　　　　　　　　　　　　①特定用途30人未満、非特定用途50人未満の事業所
　　　　　　　　　　　　　　②特定用途30人以上、非特定用途50人以上の事業所

　　　　　　　　　　　　　建物所有者

　⑶　全体についての消防計画
　　　

統括防火管理義務対象物
　　　　　乙種防火対象物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲種防火対象物

延面積
3‚000㎡
以上

〔小規模用〕
〔中規模用〕
〔大規模用〕

〔小規模用〕

〔小規模用〕

〔中規模用〕

〔中規模用〕

〔大規模用〕

〔小規模用〕
〔中規模用〕

〔中規模用〕

〔大規模用〕

延面積
3‚000㎡
未満

全体についての防火管理
に係る消防計画

防火管理に係る消防計画の作成基準
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例２ 複数の管理権原者がいる延面積が３，０００ 未満の甲種防火対象物の場合

・延面積２，９００ の複合用途ビル（ 項イ）

・（ ）内の数字は、各事業所の収容人員

作成の基準とする消防計画

・共用部分は、建物所有者が管理

遊技場Ｇ、飲食店Ｄ・Ｅ 〔中規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員３０人以上

建物所有者 〔中規模用〕

（延面積３，０００ 未満）

事務所Ａ 〔中規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員５０人以上

事務所Ｂ・Ｃ 〔小規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員５０人未満

飲食店Ｆ 〔小規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員３０人未満

床面積

５００

６００

６００

６００

６００

事務所Ａ

（５３人）

事務所Ｂ

（２０人）

事務所Ｃ

（１５人）

共

用

部

分

飲食店Ｄ

（３２人）

飲食店Ｅ

（３０人）

飲食店Ｆ

（２５人）

遊技場

Ｇ（同一権原）

遊技場 （２００人）

２ 適用例

例１ 複数の管理権原者がいる乙種防火対象物の場合

・延面積２９９ の複合用途ビル（ 項イ）

・（ ）内の数字は、各事業所の収容人員

・共用部分は、建物所有者が管理 作成の基準とする消防計画

建物所有者 〔小規模用〕

（乙種防火対象物）

事務所Ａ 〔小規模用〕

（複数管理権原者の乙種防火対象物）

飲食店Ｂ・Ｃ 〔小規模用〕

（複数管理権原者の乙種防火対象物）

床面積

９９

１００

１００

事務所Ａ（１０人）
共

用

部

分

飲食店Ｂ（１５人）

飲食店Ｃ（２２人）

例３ 複数の管理権原者がいる延面積が３，０００ 以上の甲種防火対象物の場合

・延面積１０，０００ の複合用途ビル（ 項イ）

・（ ）内の数字は、各事業所の収容人員

作成の基準とする消防計画

・共用部分は、建物所有者が管理

建物所有者 〔大規模用〕

（延面積３，０００ 以上）

百貨店 〔大規模用〕

床面積３，０００ 以上

で収容人員３０人以上

事務所Ａ 〔中規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員５０人以上

飲食店Ｄ・Ｅ・Ｇ 〔中規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員３０人以上

事務所Ｂ・Ｃ 〔小規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員５０人未満

飲食店Ｆ・Ｈ 〔小規模用〕

床面積３，０００ 未満

で収容人員３０人未満

床面積

２，０００

２，０００

２，０００

２，０００

２，０００

事務所Ａ

（５５人）

事務所Ｂ

（４３人）

事務所Ｃ

（１５人）

飲食店Ｄ

（４５人）

飲食店Ｅ

（３８人）

共

用

部

分

飲食店Ｆ

（２５人）

飲食店Ｇ

（５２人）

飲食店Ｈ

（２７人）

百貨店

Ｉ（同一権原）

百貨店 （５００人）

２　適用例
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３　共同住宅の消防計画
　共同住宅の場合も消防計画を作成します。ただし、以下に該当するものは、自己の防火対象物の実態が
一般的な共同住宅とは異なりますので、共同住宅用消防計画作成例は使用できません。
⑴　高齢者が入居するシルバーマンション等の施設
⑵　住戸を週単位等極めて短期間の賃貸に供するウィークリーマンション等の施設
⑶　観光地等に存し、住戸の多くが所有者等により通年居住されず、多数の者の宿泊に供されるリゾート
マンション等の施設

４　工事中の消防計画
⑴　既存防火対象物の工事中の消防計画
　　次に掲げる工事を行う場合は、工事中の消防計画の様式を使用し、工事の実態を踏まえて、作成しま
す。
ア　建築基準法第７条の６に基づき特定行政庁に仮使用するための申請がなされたもの
イ　消防法第17条の消防用設備等の増設、移設等の工事を行う防火対象物で当該設備の機能を停止させ
るもの

⑵　新築工事中の消防計画
ア　消防法施行令第１条の２第３項第２号に掲げる新築の工事中の建築物の工事中の部分については、
工事の実態を踏まえて、作成します。
イ　消防法施行令第１条の２第３項第２号に掲げる新築の工事中の建築物において、建築基準法第７条
の６に基づき特定行政庁に仮使用するための申請がなされた部分については、該当する規模・用途の
消防計画を作成します。

５　作成上の留意事項
⑴　記入上の注意事項
ア　統括防火管理（消防法第８条の２）が該当する場合は、※について記入します。
イ　★は、該当する場合に必ず記入します。
ウ　下線の付いている部分（例＿＿＿）は、防火対象物及び事業所の実態に応じて赤字例示を参考にし
て記入します。
エ　作成例は、該当する用途の一般的な形態を想定しています。したがって、作成にあたっては、事業
所個々の営業形態及び組織・建物構造・設備の設置状況等の実態とその特異性を加味して記入しなけ
ればなりません。

⑵　留意事項
ア　作成する消防計画の各項目は、作成要領の「作成上の留意事項」に基づき、作成します。
イ　作成にあたって重要な点・特に気をつける点は　　　　　にまとめたので、参考にしましょう。
ウ　消防計画上、別に定めるものとしている「防火管理マニュアル」は事業所の状態にあったマニュア
ルを作成することが必要です。
エ　別表関係は、その使用目的、内容をよく理解したうえで活用します。
⑶　消防計画作成チェック項目
　　　「消防計画作成チェック項目」を参考にし、届出書に消防計画に定める事項が漏れていないかどうか
の確認をします。

解  説
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６　消防計画の届出
　届出は、法令で定める次の様式（消防計画作成（変更）届出書）
をつけて行います。
　なお、消防計画を変更した場合も同様です。

別記様式第１号の２（第３条、第51条の８関係）
消防計画作成（変更）届出書

別添のとおり、
防火
　管理に係る消防計画を作成（変更）したので届け出ます。

　　　　　　　
防災

①　　年　　月　　日

②消防長（消防署長）（市町村長）殿

④管理権原者
住　所

（法人の場合は、名称及び代表者氏名）

氏　名 ㊞

③
防火

　管理者
　防災
住　所

氏　名 ㊞

防　火　対　象　物
　　　 又は　　　 の所在地
建築物その他の工作物

防　火　対　象　物
　　　 又は　　　 の名称
建築物その他の工作物
（変更の場合は、変更後の名称）

防　火　対　象　物
　　　 又は　　　 の用途
建築物その他の工作物
（変更の場合は、変更後の用途）

⑨令別表第１　

（　　　 ）項

その他必要な事項
（変更の場合は、主要な変更事項）

※　受　付　欄 ※　経　過　欄

⑥

⑦

⑧

⑩

⑤

作成上の留意事項

①　届出書の提出年月日を記入する。
②　当該防火対象物の所在地を所轄する
消防本部又は消防署の長あてとし、消
防本部、消防署を有しない市町村に
あっては市町村長あてとする。
 （○○消防本部消防長、○○消防署長、
○○町長）

③　「防火」「防災」の該当しない文字を
横線で抹消し、防火管理者の住所・氏
名を記入して押印する。
④１�　当該事業所の管理について権原を

有する者の住所・氏名を記入して押
印する。

　２�　法人の場合は、その名称及び代表
者の氏名を記入する。

　　　○○市○○町一丁目１番１号
　　　○○株式会社
　　 代表取締役社長（氏　　名）㊞

⑤　「防火」「防災」と「作成（変更）」
の文字は、該当しない文字を横線で抹
消する。
⑥　当該防火対象物等の所在地を記入す
る。
⑦１�　当該防火対象物等の名称を記入す

る。
　２��　防火対象物等の一部を占有してい

る店舗等の場合は、防火対象物等の
名称の後に、当該店舗等の名称・占
有する階数等を（　）内に記入する。
「○○ビル（喫茶○○地下１階）」

　３��　変更届出の場合は、変更後の名称
を前例により記入する。

⑧１��　当該防火対象物等の用途を記入す
る。

　２��　防火対象物等の一部を占有してい
る場合は、防火対象物等の全体の用
途の後に、占有している部分の用途
を（　）内に記入する。
「複合用途（飲食店）」「複合用途
（共同住宅）」等

⑨１��　防火対象物等の全体の用途につい
て消防法施行令別表第１の項及びイ、
ロ等の区分で記入する。

　２��　防火対象物等の一部を占有してい
る店舗等の場合は、全体の用途区分
の下に占有している部分の用途区分
を記入する。
「（16）項イ　　　「（16）項ロ
（（３）項イ）」　　（（５）項ロ）」等

⑩１��　防火管理者の連絡先電話番号、従
業員数、収容人員等を記入する。

　２��　変更届出の場合は、主な変更事由
を記入する。
「消防計画の内容変更」「用途の変
更」「建物の増改築による変更」等

　３��　防火管理者が委託選任されている
場合は、その旨を記入する。
　「防火管理者建物内（外）委託選任」

　４��　その他、届出事項に含まれない特
異事項を簡記する。

　５��　記入内容が多岐にわたる場合は、
別紙として添付する。

備考
１　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２　　「防火　の横書きの文字については、該当しない文字を横線で消すこと。　　　防災」
３　※印の欄は記入しないこと。
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